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令和 6年度 第 1回「北の住まいるタウン」検討協議会の開催概要 

 

■ 開催日時 令和 7年 3月 27 日（金）10:00〜12:00 

 

■ 開催場所 第２水産ビル３階 ３Ｓ会議室 （オンライン併用） 

 

■ 出席者（敬称略、出席者名簿順） 

[構成員] 

（地独）北海道立総合研究機構建築研究本部北方建築総合研究所 主査 石井 旭 

酪農学園大学農食環境学群循環農学類農業施設学研究室 准教授 石川 志保（オンライン） 

北星学園大学社会福祉学部社会福祉学科 教授 岡田 直人 

北海道大学大学院情報科学研究院 教授  川村 秀憲（欠席） 

（一社）清水沢プロジェクト 代表理事  佐藤 真奈美 

北海道文化放送 気象予報士・防災士  菅井 貴子（オンライン） 

北海学園大学工学部生命工学科 教授 鈴木 聡士 

北海道大学 副学長   瀬戸口 剛［座長］ 

株式会社日本政策投資銀行北海道支店 企画調査課長 中山 達揮 

一般社団法人北海道商工会議所連合会 

GX 推進支援部長・物流対策担当部長               福井 邦幸 

  

北海道経済連合会 政策局長   柳川 雅昭 

国土交通省北海道開発局事業振興部 都市住宅課長     財津 知亨 

経済産業省北海道経済産業局資源エネルギー環境部 エネルギー対策課長 髙橋 育男 

   代理 課長補佐 佐々木雄一 

環境省北海道地方環境事務所 統括環境保全企画官          田村 努 

林野庁北海道森林管理局森林整備部 資源活用第一課長        林 裕之 

国土交通省北海道運輸局交通政策部 交通企画課長        若杉 貴志（オンライン） 

   代理 専門官 遊佐貴博 

農林水産省北海道農政事務所生産経営産業部 総括農政業務管理官  渡辺 理志 

 

[事務局] 

北海道建設部建設政策局建設政策課 

日本データーサービス株式会社 (事業受託者) 

 

■ 議題 

 

（１）令和６年度「北の住まいるタウン」の取組について 

（２）今後の取組について 

（３）令和７年度「北の住まいるタウン」の取組（案）について 

（４）その他  

   戦略研究の成果の概要【石井委員からの情報提供】 
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【配付資料】 

 

・次   第 

・出席者名簿 

・配 席 図 

・資料１   令和６年度「北の住まいるタウン」の取組について 

・資料２   令和７年度「北の住まいるタウン」の取組（案）について 

・資料３   今後の取組について 

・資料４   戦略研究の成果の概要 

 

 

概要 

 

【議題（１）、（２）、（３）】 

＜事務局より、資料１、資料２、資料３に基づき説明＞ 

 

【議題（４）】 

＜石井委員より、資料４に基づき説明＞ 

 

 

【委員紹介、事務局資料説明後、意見交換】 

 

○瀬戸口座長： 

・何をやるかということは記載されているが、ＤＸ化を推進する目的が定義されていないため、

北海道の存続に必要な取組が何か焦点がぼやけている。 

・本協議会では、委員の各分野の視点で具体的にどのような取組をするべきか、事務局の資料

案を踏まえてコメントいただきたい。 

 

各委員からひとこと 

 

○鈴木委員： 

・北海道留学という観点があってもいいと思う。冬はニセコを中心としたリゾートへの語学学

習の場、人材交流の機会になるのではないか。近年では、ラピダスを含む外国人も含めた雇

用の場が創出されているため、冬季だけでなく通年的に人の行き来が多くなると考える。 

  ・北海道の課題として、交通の人材が不足している点で、生活の基盤が揺らぎつつある。 

  →瀬戸口座長：近年、リゾート地を中心に雇用が生まれており、コミュニティの場の創出

が重要だと思う。 
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○佐藤委員： 

・夕張市では、障がい者福祉サービスを行っていた事業者が廃業、介護老人保健施設も撤退し

そうな状況である。また、市営浴場も廃業したことで、地域住民が集う場が失われている。

今後は、地域コミュニティ創出の場が必要だと考える。 

・夕張市では、学生論文の受け入れを行っており、アーティストと学生が冬などに交流する機

会が創出されている。 

・オーバーツーリズムの問題は深刻で、チラシの掲示、配布といった対処療法ではなく、根本

的な対応策や実施主体の検討が必要だと考える。 

 

○岡田委員： 

・1 人暮らしの高齢者が冬季に外出できず、繋がりが薄れていることで、健康被害や孤独死が

発生している。そのため、外出支援が必要だと考える。 

・ＤＸの活用は重要だが、人による支援が不足していると思う。北海道の報告では、コミュニ

ティーソーシャルワーカーの研修を受講した方が増えていると報告されているが、実務に繋

がっていない状況である。 

・高齢者施設のユニット型の部屋への入居は高額なため、比較的安価な従来型多床室の部屋に

ニーズが増えている。また、高齢者の受け入れ先として、住戸と交流スペースを併せ持つ共

生型の公営住宅を中心市街地に整備するべきではないか。 

・地方自治体の担当者に北の住まいるタウンについて説明したところ、情報が行き届いていな

い様子であった。地方自治体の担当者レベルでは情報のアップデートがされておらず、他人

事になっているのではないか。 

 →瀬戸口座長：除排雪の視点が含まれていなかったので加える必要がある。 

 

○菅井委員： 

・北海道の冬季は積雪により、車いすの方が外出しづらくなっている。また、雪道転倒による

搬送が増加しているようである。 

・地球温暖化について、想定より温暖化が加速しており、従来本州で栽培できていた作物が育

たなくなってきていることから、北海道は農業生産地として期待が高まっている。そのため、

農業におけるＤＸの推進が重要だと思う。 

・高齢者の住み替えについて、病院が近くにないというのが不安要素になっているそうである。 

  →瀬戸口座長：今年の冬は暖かかった。大学内でも転倒で骨折する人が多く深刻な問題に

なりつつある。農業も温暖化で北海道が農産物の産地として期待される一方、どうやっ

て人手・後継者不足をＤＸでどう解決するかが課題である。 

 

○福井委員： 

・ＧＸ、物流の観点でみると、地域のマネジメント、地域間のマネジメント、札幌市と地域を

結ぶマネジメントの３つの視点が重要だと考える。 
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・ＤＸの導入をメインにすると、人がどのように活用するかといった、人中心のまちづくりの

観点を見落としてしまうと思う。 

・地域のマネジメントの視点では、ライドシェア、オンデマンド、タクシー事業者の物流とい

った取組を追加すべきではないか。 

・地域のコミュニティを維持するため、全員参加のまちづくりをしなければならない。 

・札幌から遠隔地への長距離輸送が維持できなくなりつつあり、従来の生活様式が変化してし

まうのではないか。 

・本州では花粉に悩まされている方が、北海道では花粉症を発症しないため、再評価されてい

ると聞いている。本州ではできないことで北海道でできることがまだあるはず。 

→瀬戸口座長：技術をどうやって適用するかの話でなく、地域で何が必要か、どうやって

将来像を組み立てるか、を重視して今後議論していきたい。ＧＸも北海道では重要な観

点である。地域内、北海道内でエネルギーを循環し経済をまわす仕組みづくりが必要で

はないか。 

 

○柳川委員： 

・ＧＸの観点は追加するべきではないか。再生可能エネルギーの近くにエネルギーを消費する

データセンター等の産業を誘致する流れが進むと考える。 

・買い物、医療、通学が地域内で完結しない状況が発生している。資料案には、自動運転等を

活用した地域内の交通は明記されているが、地域間をつなぐ交通についても記載するべきで

はないか。 

・取組ができている市町村とそうでないところの差が激しい。キーワードは「ひと」だと思う。

担い手、働き手をどのように確保するかということが重要である。 

・人手不足解消のため、行政の縦の繋がりに加え、適材適所に横の連携が必要だと思う。 

  →瀬戸口座長：地域を担う人材が活躍できる場をつくる視点も追加すべきである。ニセコ

町では行政サービスを担う役場職員は、国籍や時期を問わず人材を確保していると聞く。

都市間の物流の観点も非常に重要である。 

 

○鈴木委員： 

・都市間の物流の最大の課題は、人材不足である。 

・人材不足を解消する手段として、高速道路の活用が有効だと考える。単に時間を短縮するだ

けでなく、自動運転を活用する難易度が下がるため、負担低減に繋がると考える。 

・欧州を含めて、電気自動車の普及が停滞している（充電に時間を要する等）。新たな可能性

として、水素自動車が期待されている。水素をうまく活用して北海道の都市間物流の課題解

決を検討していけないか。 

 →瀬戸口座長：今後、都市間の輸送をＤＸでどのように進めるかがより重要になってくる。 

 

○田村委員： 

・北の住まいるタウンの目指す姿が分かりづらい。日本全域の特徴から北海道にブレークダウ

ンして、目指すべき姿を整理した方が良いと思う。 
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・再生可能エネルギーの活用について、北海道のポテンシャルは高いが、地域特性によって活

用の向き不向きはあるため、北海道全域の活用に向けた分布図をつくってもよいのではない

か。 

・ひと中心の観点としては、ニーズがあるかどうかも含め、住みよい、住みたくなるまちづく

りについて検討が必要ではないか。 

→瀬戸口座長：再生可能エネルギーの内容については、今後充実させていきたい。 

 

○石川委員： 

・モビリティの整備は重要だと共感する。 

・農村地域は少子化が深刻であり、担い手不足に繋がっている。子どもの通学に徒歩で数時間

かかる地域もあるため、少子化対策として自動運転を活用した交通整備が必要ではないか。 

・家族経営のような小規模な農業には、ＤＸ化の難易度は高いと思う。今後は、多様な農業の

あり方を検討すべきだと考えており、必要なものを残して過剰なものを減らしていき、必要

なものに対しては、ＤＸ化を進めていくといった考え方で検討が進めばよいと思う。 

→瀬戸口座長：日本の農家の多くが家族経営であるため、組織形態を変えないと、ＤＸ化が

農業の発展に寄与できなくなるという懸念もある。地域を維持する観点を大事にしなが

ら検討していきたい。 

 

○中山委員： 

・人口減少の中でインフラをどのように維持していくかということが重要である。 

・公的負担だけでは困難な中、民間資金を活用するためには、事業としての経済性を確保する

必要があり、エネルギー、通信、交通、コミュニティのいずれにおいても密度を高めないと

難しい。そのための手段としてＧＸ、ＤＸを活用するとの考え方で整理すべきと考える。 

→瀬戸口座長：北海道の人口分布は、２０４０年にはＪＲ沿線にしか集まらなくなるとい

う推計がある。これからの人口減少を考慮すると、密度の高いエリアをつくっていくこ

とは重要であり、コンパクトなまちづくりは避けては通れないと思う。 

 

○石井委員： 

・１次産業の働き手の不足が顕著である。東川町の「しごとコンビニ」という仕組みは、時間

単位で働けるというもの。一方で働く側が、仕事の標準化に取り組むことや、その労働環境

をいかに維持していくか考えるといった、リテラシーも重要になってくると思う。 

・ＤＸ化が発展する反面、デジタル格差が生まれ、高齢者が取り残されるのではないかと懸念

している。そのため、ひとによる支援も両立すべきである。 

・総務省で地域運営組織（ＲМО）の取組が進められている。地域経営の視点で、行政だけで

なく、町内会などの既存組織が地域マネジメントの主体となる仕組みづくりが必要だと考え

る。 

→瀬戸口座長：まちづくりを行政だけが担うのではなく、地域一丸の参加も重要である。一方

で高齢者のＤＸ対応も積極的に検討していく必要がある。 
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○福井委員： 

・タクシー業界は予約アプリの活用や時間単位で働けることから、主婦や若い人を含め雇用が

増えてきている。また、一次産業では、観光で全国を回りつつ、農作業をしている方が出て

きている。このように、ＤＸによる多様な住まい方、働き方が当たり前になるのではないか。 

→瀬戸口座長：非常に大事なヒントをいただいた。スキー場で季節アルバイトをするような

働き方が農業でもできるということであり、積極的に考えていきたい。 

 

○財津委員： 

・第９期北海道総合開発計画では日本の中の北海道の役割として、食、エネルギー、観光の分

野で貢献していくことが謳われている。これらを産み出す場として北海道の地方部を生産空

間という言葉で定義している。札幌などの都市部だけでなく、生産空間である地方部でも例

えばＤＸで医療・教育が受けられて住み続けられるような趣旨で資料に記載されていること

に賛同している。 

→瀬戸口座長：食料安全保障は我が国にとって重要な課題である。暮らしや人中心とは違っ

た観点からも検討を加えられればと思う。 

 

○代理 佐々木委員： 

・国の第７次エネルギー基本計画では、再生可能エネルギーを主力電源として最大限導入して

いく方針を掲げている。北海道はポテンシャルが高く、導入拡大が期待されているが、再エ

ネの導入には、地域との共生が大切。 

・再エネの切り札と言われる洋上風力発電では、日本海側を中心に地域が主体となって地域や

漁業振興等を協議会で議論している。基金の活用や事業者が地域に入ることで地域の活性化

を期待している。 

 

○林委員： 

・木材の使用、特に建築材を中心に公共施設等への需要拡大に向けて、地方公共団体への働き

かけを道庁や関係団体等と連携を図って取り組んでいる。 

・林業においても人手の確保が課題であり、ＩＣＴの活用、機械化、省力化を進める必要があ

る。 

  ・物流問題は木材の輸送においても課題である。 

 

  ○渡辺委員： 

  ・スマート農業は省力化だけでなく、作業の標準化による新たな就業者の確保につながると考

える。これまで１次産業は、経験則や見て学ぶような技術継承がされてきたが、定量的に見

える化できるため、人材育成にも役立つ。 

・常時稼動しているバイオマス発電プラントは、災害時のバックアップとして活用することが

できるため、地域でも普及が進むことを期待している。 
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○代理 遊佐委員： 

・地方では、交通の予約アプリの普及を目指したが、高齢者が多く導入を断念するような事例

もみられる。今日の議論と合わせて人中心のＤＸ化が非常に重要だと認識している。 

 

○瀬戸口座長： 

・現在の資料の取組の要素が並んでいる構成から、人・コミュニティを中心に考える、地域を

どう維持・マネジメントしていくかの観点で、目的を明確にし、各地域をイメージしながら、

資料を再構成していきたい。 

 

石井委員から情報提供 

○石井委員： 

・北海道立総合研究機構では、戦略研究を５年間実施しとりまとめた。今日の議論とも関連す

る内容があり、人口減少への適応対策の視点で、地域運営組織の形成と、それによる水供給

インフラの維持管理、交通システムの実施を地域で展開しながら研究プロセスを組み立てた。

幌延町、むかわ町、下川町、富良野市で具体的な成果が得られた。 

・これら地域運営組織の取組は地域経営の視点で雇用を創出し、その方がマルチタスクで地域

課題にも対応しながら進めることが大きなポイントとなっている。 

・委員の皆様におかれましては、地域運営に問題課題のある自治体等があれば、配布した実践

ガイドなどの情報をお知らせいただければ幸いである。引き続き委員の皆様の力を借りなが

ら取組を進めて行きたい。 

 

○瀬戸口座長： 

・この研究内容から北の住まいるタウンの冬バージョン、2.0（ＤＸ）バージョンで使えるもの

を提案いただいて、盛り込んでいくようにしたい。 

・これまで、取組の事例紹介は、「水道ならこの町」「交通ならこの町」といった断片的な整

理であった。今後はそれらを合わせてどうなるかを考えることが大事で、それが地域運営を

考えることにつながる。そのような検討のステージに移行する必要があると考える。 

・最後に資料２、次年度の事業についてお知らせする。今年度と同様に見学ツアー、セミナー

などそれぞれ実施する予定であるが、まちづくりメイヤーズフォーラムを１０月ころに予定

させていただくのでぜひご参加いただきたい。首長さんの話は、まちづくりのすべての分野

をみているので、参考になると考える。 

 

○事務局（石川局長）： 

・今日、道内自治体の取組に温度差があるというご意見があったが、事務局も同様に感じてい

る。市町村が動くためには、首長さんに働きかけることも重要であると考えており、まちづ

くりメイヤーズフォーラムに多くの首長さんが出席いただくことが重要だと考えているた

め、よりご参加いただけるような開催日程や方法を検討していきたい。 

以上 


